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令和８年

第１回市議会定例会 議案第２３号

令和７(2025)年度函館市水道事業会計補正予算（第３号）

第１条 令和７(2025)年度函館市水道事業会計補正予算（第３号）は，次に定め

るところによる。

第２条 令和７(2025)年度函館市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第

２条中「4,665メートル」を「5,067メートル」に改める。

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額）（ 計 ）

収 入

第１款 水道事業収益 4,901,211千円 38,683千円 4,939,894千円

水 道 事 業
第１項 4,515,098千円 226千円 4,515,324千円営 業 収 益

第５項 特 別 利 益 3,878千円 38,457千円 42,335千円

支 出

第１款 水道事業費用 4,718,662千円 △ 16,904千円 4,701,758千円

水 道 事 業
第１項 4,398,509千円 △ 1,309千円 4,397,200千円営 業 費 用

温 泉 事 業
第２項 85,895千円 625千円 86,520千円営 業 費 用

第４項 営業 外費 用 190,431千円 △ 16,220千円 174,211千円

第４条 予算第４条本文括弧書中「2,047,197千円」を「2,067,186千円」に，

「229,990千円」を「238,524千円」に,「1,184,248千円」を「1,195,703千円」

に改め，資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額）（ 計 ）

収 入

第１款 資 本的収 入 2,206,415千円 115,430千円 2,321,845千円

第１項 企 業 債 1,804,200千円 105,900千円 1,910,100千円

固 定 資 産第３項 14千円 2,850千円 2,864千円売 却 代 金

第４項 国庫 補助 金 137,500千円 6,892千円 144,392千円

第５項 他会計負担金 67,248千円 10千円 67,258千円

第６項 工事 補償 金 181,703千円 △ 222千円 181,481千円

支 出
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第１款 資 本的支 出 4,253,612千円 135,419千円 4,389,031千円

第１項 建設 改良 費 3,028,765千円 135,419千円 3,164,184千円

第５条 予算第５条を次のとおり改める。

第５条 継続費の総額及び年割額は，次のとおりと定める。

款 1 資本的支出

項 1 建設改良費

事 業 名 赤川低区浄水場整備事業

総 額 1,415,801千円

年 度 令和 7 年度から令和 9年度まで

年 割 額 令和 7 年度 301,158千円

令和 8 年度 642,784千円

令和 9 年度 471,859千円

款 1 資本的支出

項 1 建設改良費

事 業 名 赤川低区浄水場整備事業

総 額 302,075千円

年 度 令和 7 年度から令和 9年度まで

年 割 額 令和 7 年度 20,464千円

令和 8 年度 245,465千円

令和 9 年度 36,146千円

款 1 資本的支出

項 1 建設改良費

事 業 名 旭岡浄水場整備事業

総 額 74,983千円

年 度 令和 7 年度から令和 8年度まで

年 割 額 令和 7 年度 8,067千円

令和 8 年度 66,916千円

第６条 予算第７条中「1,804,200千円」を「1,910,100千円」に改める。
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第７条 予算第10条中「959,896千円」を「966,628千円」に改める。

令和８年２月２５日提出

函館市長 大 泉 潤
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令 和 ７ 年 度 函 館 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

予 定 額

款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

1 水道事業収益 4,901,211 38,683 4,939,894

水 道 事 業
1 4,515,098 226 4,515,324
営 業 収 益

2他会計負担金 442,491 226 442,717 一般会計負担金「163,084千円」を「163,310千円」に改める。

5特 別 利 益 3,878 38,457 42,335

1 固定資産売却益 3,878 38,457 42,335 土地売却益「3,878千円」を「42,335千円」に改める。

支 出

予 定 額

款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

1 水道事業費用 4,718,662 △ 16,904 4,701,758

水 道 事 業
1 4,398,509 △ 1,309 4,397,200
営 業 費 用

給料，手当等，賞与引当金繰入額，法定福利費および法定福利費引
1原 水 費 101,858 267 102,125

当金繰入額を補正

給料，手当等，賞与引当金繰入額，法定福利費および法定福利費引
2浄 水 費 722,628 △ 1,341 721,287

当金繰入額を補正

給料，手当等，賞与引当金繰入額，法定福利費および法定福利費引
3配 水 費 286,660 △ 8,222 278,438

当金繰入額を補正

給料，手当等，賞与引当金繰入額，法定福利費および法定福利費引
4給 水 費 499,413 △ 2,195 497,218

当金繰入額を補正

給料，手当等，賞与引当金繰入額，法定福利費および法定福利費引
5業 務 費 609,795 4,168 613,963

当金繰入額を補正

給料，手当等，賞与引当金繰入額，法定福利費，法定福利費引当金
6総 係 費 508,650 6,014 514,664

繰入額および退職給付費を補正

温 泉 事 業
2 85,895 625 86,520
営 業 費 用

給料，手当等，賞与引当金繰入額，法定福利費および法定福利費引
1温 泉 供 給 費 51,316 287 51,603

当金繰入額を補正
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予 定 額

款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

2 総 係 費 623 338 961 退職給付費を補正

4営 業 外 費 用 190,431 △ 16,220 174,211

消 費 税 及 び
2 18,731 △ 18,720 11 納付税額を補正
地 方 消 費 税

3雑 支 出 1,819 2,500 4,319 その他雑支出を補正

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

予 定 額

款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

1 資 本 的 収 入 2,206,415 115,430 2,321,845

1 企 業 債 1,804,200 105,900 1,910,100

1 企 業 債 1,804,200 105,900 1,910,100 原水及び浄水施設事業費企業債「335,400千円」を「281,900千円」に，

配水施設事業費企業債「986,400千円」を「1,151,500千円」に，東部地区

水道施設事業費企業債「405,200千円」を「399,500千円」に改める。

固 定 資 産
3 14 2,850 2,864
売 却 代 金

固 定 資 産
1 14 2,850 2,864 土地売却代金「14千円」を「2,864千円」に改める。
売 却 代 金

4国 庫 補 助 金 137,500 6,892 144,392

1 国 庫 補 助 金 137,500 6,892 144,392 配水施設事業費補助金「137,500千円」を「144,392千円」に改める。

5他会計負担金 67,248 10 67,258

1 他会計負担金 67,248 10 67,258 一般会計負担金「67,248千円」を「67,258千円」に改める。

6工 事 補 償 金 181,703 △ 222 181,481

1 工 事 補 償 金 181,703 △ 222 181,481 工事補償金「181,703千円」を「181,481千円」に改める。
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支 出

予 定 額

款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

1 資 本 的 支 出 4,253,612 135,419 4,389,031

1 建 設 改 良 費 3,028,765 135,419 3,164,184

水 道 事 業
1 2,697,258 136,651 2,833,909 原水及び浄水施設事業費「600,844千円」を「535,711千円」に，配水
建 設 改 良 費

施設事業費「1,454,659千円」を「1,663,820千円」に改め，柏木駒場

１号工事費を加え，東部地区水道施設事業費「512,377千円」を

「504,990千円」に,消火栓事業費「20,776千円」を「20,786千円」に

改める。

温 泉 事 業
2 31,306 △ 1,232 30,074 温泉供給設備事業費「31,306千円」を「30,074千円」に改める。
建 設 改 良 費



（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △ 388

減価償却費 1,668,052

固定資産除却費 52,598

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 123

退職給付引当金の増減額（△は減少） 30,423

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,868

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 243

長期前受金戻入額 △ 232,929

受取利息及び配当金 △ 100

支払利息 169,881

有形固定資産売却損益（△は益） △ 42,335

過年度損益修正損 938

小計 1,648,128

利息及び配当金の受取額 100

利息の支払額 △ 169,881

過年度損益修正損 △ 938

未払消費税等の増減額 161,059

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,638,468

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 3,164,184

有形固定資産の売却による収入 45,199

国庫補助金等による収入 144,392

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 67,258

その他収入 181,481

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,725,854

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,910,100

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,224,847

他会計からの出資による収入 15,750

財務活動によるキャッシュ・フロー 701,003

　　資金増加額（又は減少額） △ 386,383

　　資金期首残高 4,182,859

　　資金期末残高 3,796,476

令和７年度函館市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）
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１　総　　　括

( )

( )

( )

※（　　）内は再任用短時間勤務職員およびパートタイム会計年度任用職員（外数）

手
当
等
の
内
訳

　ア　会計年度任用職員以外の職員

( )

( )

( )

※（　　）内は再任用短時間勤務職員（外数）

手
当
等
の
内
訳

　イ　会計年度任用職員

( )

( )

( )

※（　　）内はパートタイム会計年度任用職員（外数）

手
当
等
の
内
訳

給　　与　　費　　補　　正　　明　　細　　書

区　　　　分
職　員　数 給　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　費

法 定 福 利 費 合　　　　　計
特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手 当 等 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後
8

684 483,150 324,816 808,650 153,718 962,368 
1 113

補 正 前
7

684 476,300 321,990 798,974 956,056 
1 113

比 較
1

6,850 2,826 6,312 

区 分
管 理 職

扶養手当

157,082 

期末手当 勤勉手当

9,676 △ 3,364 

小　　計 退職手当 合　　　計
手 当 手 当 勤務手当

住居手当 通勤手当
寒 冷 地 時 間 外

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
補 正 後 8,208 9,323 6,682 7,817 11,070 17,134 109,590 88,578 258,402 66,414 324,816 
補 正 前 8,208 10,674 7,098 7,712 11,316 20,329 108,267 86,703 260,307 61,683 321,990 
比 較 △ 1,351 △ 416 105 △ 246 △ 3,195 1,323 1,875 △ 1,905 4,731 2,826 

区　　　　分
職　員　数 給　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　費

法 定 福 利 費 合　　　　　計
特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手 当 等 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後 684 461,195 313,549 775,428 147,507 922,935 
1 111

補 正 前 684 454,943 310,659 766,286 917,288 
1 111

比 較 6,252 2,890 5,647 

区 分
管 理 職

扶養手当

151,002 

期末手当 勤勉手当

9,142 △ 3,495 

小　　計 退職手当 合　　　計
手 当 手 当 勤務手当

住居手当 通勤手当
寒 冷 地 時 間 外

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
補 正 後 8,208 9,323 6,682 7,029 11,070 16,942 104,099 84,176 247,529 66,020 313,549 
補 正 前 8,208 10,674 7,098 6,766 11,316 20,241 102,715 82,036 249,054 61,605 310,659 
比 較 △ 1,351 △ 416 263 △ 246 △ 3,299 1,384 2,140 △ 1,525 4,415 2,890 

区　　　　分
職　員　数 給　　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　費

法 定 福 利 費 合　　　　　計
特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手 当 等 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補 正 後
8

21,955 11,267 33,222 6,211 39,433 
2

補 正 前
7

21,357 11,331 32,688 6,080 38,768 
2

比 較
1

598 △ 64 534 131 665 

区 分
通勤手当

時 間 外
期末手当 勤勉手当 小　計 退職手当 合　計

勤務手当

394 
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

78 

（千円）
補 正 後 788 192 5,491 4,402 10,873 

316 

11,267 
補 正 前 946 88 5,552 4,667 11,253 

△ 64 
11,331 

比 較 △ 158 104 △ 61 △ 265 △ 380 
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２　給料及び手当等の増減額の明細

区　　　分
増　 減 　額 増　減　事　由　別　内　訳

説　　　　明 備 考
（千円） （千円）

給　　　料 6,850 給与改定に伴う増加
分

14,107 　給与改定の状況
　　給料表の平均改定率　3.3％
　　給与改定実施時期　令和7年4月1日

その他の増減分  △ 7,257 
職員の変動及びその他
の減

手　当　等 2,766 
給与改定に伴う増加
分

10,352 　期末勤勉手当の0.05月引き上げ分等

退職手当の増減分 4,731 
職員の変動及びその他
の増

（給料表の改定による退職手当への影響を含む）

その他の増減分  △ 12,317 
職員の変動及びその他
の減
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３　給料及び手当等の状況

　(1) 初　任　給(令和８年１月１日現在）

　(2) 級別職員数

( ) ( )

( ) ( )

 ※（　　）内は再任用短時間勤務職員（外数）

（既定の期末手当・勤勉手当の説明を，次のとおり改める。）

　(3) 期末手当・勤勉手当

 ※（　　）内は再任用職員の支給率

区　　　　　　分 事 務 ・ 技 術 (円)
一 般 会 計 の 制 度

一 般 行 政 職 (円)

補 正 後

高 校 卒 200,300 200,300

短 大 卒 216,500 216,500

大 学 卒 232,000 232,000

補 正 前

高 校 卒 188,000 188,000

短 大 卒 204,400 204,400

大 学 卒 220,000 220,000

区　　　　分
事　　務　　・　　技　　術

級 職 員 数 (人) 構 成 比 (％)

令 和 8 年 1 月 1 日
現 在

8 級 1 0.9 

7 級 2 1.8 

6 級 7 6.3 

5 級

4 級 30 27.0 

3 級 22 19.8 

2 級 25 22.6 

1 級 18 16.2 

再 任 用
6 5.4 

計
111 100   

区　　　　　分

支 給 期 別 支 給 率
支 給 率 計
        (月分)

職制上の段階，
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

備　　　考

6  月(月分) 12  月(月分)

本　　年　　度
   (   1.2  )    (   1.25 )    (   2.45 ) 無

       2.3        2.35        4.65 有

無

       2.25        2.35        4.6 有

       2.35        4.65

前　　年　　度
   (   1.175)    (   1.225)    (   2.4  )

有
一般会計の制度

   (   1.2  )    (   1.25 )    (   2.45 ) 無

       2.3
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前 前 年 前年度末

度 末 ま ま で の

年
で の 支 支払義務

補正前 補正後 補正前 補正後 補正前 補正後 払 義 務 発生（見 補正前 補正後 補正前 補正後

補正額 補正額 補正額 補正額 補正額 補正額 補正前 補正後

の　額 の　額 の　額 の　額 の　額 の　額 発 生 額 込 ） 額 の　額 の　額 の　額 の　額

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％

20,066 △ 20,066 16,500 △ 16,500 3,566 △ 3,566 20,066 △ 20,066 20,066 △ 20,066 3.5

松 倉 取 水 場

560,100 △560,100 460,800 △460,800 99,300 △ 99,300 △560,100

整 備 事 業

580,166 △580,166 477,300 △477,300 102,866 △102,866 20,066 △ 20,066 20,066 △ 20,066 △560,100 3.5

27,743 △ 27,743 22,700 △ 22,700 5,043 △ 5,043 27,743 △ 27,743 27,743 △ 27,743 11.5

松 倉 取 水 場

213,973 △213,973 176,100 △176,100 37,873 △ 37,873 △213,973

整 備 事 業

241,716 △241,716 198,800 △198,800 42,916 △ 42,916 27,743 △ 27,743 27,743 △ 27,743 △213,973 11.5

継　　　続　　　費　　　に　　　関　　　す　　　る　　　調　　　書

款 項 事　業　名

全　　　　　　　体　　　　　　　計　　　　　　　画 当 該 年 度 当 該 年 度 末 ま 翌 年 度 以 降 継 続 費 の 総

年　　　割　　　額

左　　 の　　 財　　 源　　 内　　 訳 支 払 義 務 で の 支 払 義 務 の 支 払 義 務 額 に 対 す る

企　　　業　　　債 自　 己 　資 　金 発 生 予 定 額 発 生 予 定 額 発 生 予 定 額 進 捗 率

度
補正前 補正後

の　額 の　額

8 560,100

7

千円 千円

7

計 560,100

8 213,973

計 213,973

1 資本的支出 1 建設改良費
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前 前 年 前年度末

度 末 ま ま で の

年
で の 支 支払義務

補正前 補正後 補正前 補正後 補正前 補正後 払 義 務 発生（見 補正前 補正後 補正前 補正後

補正額 補正額 補正額 補正額 補正額 補正額 補正前 補正後

の　額 の　額 の　額 の　額 の　額 の　額 発 生 額 込 ） 額 の　額 の　額 の　額 の　額

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％

319,420 △ 18,262 301,158 262,100 △ 14,900 247,200 57,320 △ 3,362 53,958 319,420 △ 18,262 301,158 319,420 △ 18,262 301,158 21.2 21.3

681,072 △ 38,288 642,784 560,400 △ 32,700 527,700 120,672 △ 5,588 115,084 △ 38,288

508,201 △ 36,342 471,859 418,200 △ 31,800 386,400 90,001 △ 4,542 85,459 △ 36,342

1,508,693 △ 92,892 1,415,801 1,240,700 △ 79,400 1,161,300 267,993 △ 13,492 254,501 319,420 △ 18,262 301,158 319,420 △ 18,262 301,158 △ 74,630 21.2 21.3

20,475 △ 11 20,464 16,800 16,800 3,675 △ 11 3,664 20,475 △ 11 20,464 20,475 △ 11 20,464 6.6 6.8

251,856 △ 6,391 245,465 207,200 △ 5,700 201,500 44,656 △ 691 43,965 △ 6,391

36,146 36,146 29,700 29,700 6,446 6,446

308,477 △ 6,402 302,075 253,700 △ 5,700 248,000 54,777 △ 702 54,075 20,475 △ 11 20,464 20,475 △ 11 20,464 △ 6,391 6.6 6.8

千円

9 508,201 471,859

計 1,189,273 1,114,643

9 36,146

8 681,072 642,784

翌 年 度 以 降

発 生 予 定 額

7

千円

赤 川 低 区

浄 水 場

整 備 事 業

赤 川 低 区

浄 水 場

整 備 事 業

7

8 251,856 245,465

36,146

計 288,002 281,611

事　業　名

全　　　　　　　体　　　　　　　計　　　　　　　画 当 該 年 度 当 該 年 度 末 ま

発 生 予 定 額 発 生 予 定 額

継 続 費 の 総

年　　　割　　　額

左　　 の　　 財　　 源　　 内　　 訳 支 払 義 務 で の 支 払 義 務 の 支 払 義 務 額 に 対 す る

企　　　業　　　債 自　 己 　資 　金 進 捗 率

度
補正前 補正後

の　額 の　額

1 建設改良費1 資本的支出

款 項
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前 前 年 前年度末

度 末 ま ま で の

年
で の 支 支払義務

補正前 補正後 補正前 補正後 補正前 補正後 払 義 務 発生（見 補正前 補正後 補正前 補正後

補正額 補正額 補正額 補正額 補正額 補正額 補正前 補正後

の　額 の　額 の　額 の　額 の　額 の　額 発 生 額 込 ） 額 の　額 の　額 の　額 の　額

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％

9,726 △ 1,659 8,067 6,600 6,600 9,726 △ 8,259 1,467 9,726 △ 1,659 8,067 9,726 △ 1,659 8,067 11.5 10.8

旭 岡 浄 水 場

75,149 △8,233 66,916 54,900 54,900 75,149 △ 63,133 12,016 △ 8,233

整 備 事 業

84,875 △ 9,892 74,983 61,500 61,500 84,875 △ 71,392 13,483 9,726 △ 1,659 8,067 9,726 △ 1,659 8,067 △ 8,233 11.5 10.8

4,168 4,168 3,400 3,400 768 768 4,168 4,168 4,168 3.1 3.2

131,583 △ 5,883 125,700 106,100 △ 2,900 103,200 25,483 △ 2,983 22,500 131,583 △ 5,883 125,700 131,583 △ 5,883 125,700 96.9 96.8

135,751 △ 5,883 129,868 109,500 △ 2,900 106,600 26,251 △ 2,983 23,268 4,168 131,583 △ 5,883 125,700 135,751 △ 5,883 129,868 100  100  

1,549 1,549 1,200 1,200 349 349 1,549 1,549 1,549 2.0 2.1

77,080 △ 3,490 73,590 62,000 △ 1,600 60,400 15,080 △ 1,890 13,190 77,080 △ 3,490 73,590 77,080 △ 3,490 73,590 98.0 97.9

78,629 △ 3,490 75,139 63,200 △ 1,600 61,600 15,429 △ 1,890 13,539 1,549 77,080 △ 3,490 73,590 78,629 △ 3,490 75,139 100  100  

南 茅 部 地 区

水 道 施 設

整 備 事 業

南 茅 部 地 区

水 道 施 設

整 備 事 業

7

千円 千円

8 75,149 66,916

計 75,149 66,916

6

7

計

6

翌 年 度 以 降

7

計

事　業　名

全　　　　　　　体　　　　　　　計　　　　　　　画 当 該 年 度 当 該 年 度 末 ま

発 生 予 定 額 発 生 予 定 額

継 続 費 の 総

年　　　割　　　額

左　　 の　　 財　　 源　　 内　　 訳 支 払 義 務 で の 支 払 義 務 の 支 払 義 務 額 に 対 す る

企　　　業　　　債 自　 己 　資 　金 発 生 予 定 額 進 捗 率

度
補正前 補正後

の　額 の　額

1 建設改良費1 資本的支出

款 項
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14

令和７年度函館市水道事業会計予定貸借対照表（当年度分）

（令和8年3月31日）

資 産 の 部

1 固 定 資 産

千円

(1) 水道事業有形固定資産 73,875,611

千円

減 価 償 却 累 計 額 △40,435,888 33,439,723

(2) 温泉事業有形固定資産 743,896

減 価 償 却 累 計 額 △ 386,688 357,208

(3) 売電事業有形固定資産 452,647

減 価 償 却 累 計 額 △ 207,812 244,835

千円

有 形 固 定 資 産 合 計 34,041,766

(4) 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 投 資 有 価 証 券 1,000

ロ 出 資 金 3,291

投資その他の資産合計 4,291

千円

固 定 資 産 合 計 34,046,057

2 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 3,796,476

(2) 未 収 金 713,484
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千円 千円

貸 倒 引 当 金 △ 6,910 706,574

千円

流 動 資 産 合 計 4,503,050

資 産 合 計 38,549,107

負 債 の 部

3 固 定 負 債

(1) 企 業 債 18,225,234

(2) 引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金 1,172,107

引 当 金 合 計 1,172,107

固 定 負 債 合 計 19,397,341

4 流 動 負 債

(1) 企 業 債 1,231,372

(2) 未 払 金 1,293,469

(3) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 65,473

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 13,348

引 当 金 合 計 78,821

(4) 下 水 道 使 用 料 預 り 金 18,182

(5) そ の 他 流 動 負 債 11,407
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千円

流 動 負 債 合 計 2,633,251

5 繰 延 収 益

千円

長 期 前 受 金 9,154,005

収 益 化 累 計 額 △5,572,078

繰 延 収 益 合 計 3,581,927

負 債 合 計 25,612,519

資 本 の 部

6 資 本 金 9,896,825

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金 255,395

(2) 利 益 剰 余 金

千円

イ 当年度未処分利益剰余金 2,784,368

利 益 剰 余 金 合 計 2,784,368

剰 余 金 合 計 3,039,763

資 本 合 計 12,936,588

負 債 資 本 合 計 38,549,107



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

1 　有価証券の評価基準および評価方法

(1) その他有価証券　　 　 市場価格が無いことから，取得原価としている。　 

2 　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

 　　 減価償却の方法　    定額法によっている。

  　　主な耐用年数　　　　建物　　　　　７～50年

　　　　　　　　　　　　　構築物　　　　４～80年

　　　　　　　　　　　　　機械及び装置　５～20年

3 　引当金の計上方法

(1) 貸倒引当金

　 　　債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，貸倒懸念債権

　等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を計上している。

(2) 退職給付引当金

　 　　職員の退職手当の支給に備えるため，当年度における退職手当の期末要支給額に相当する金額を

　計上している。

(3) 賞与引当金および法定福利費引当金

　 　　職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末におけ

　る支給（支出）見込額に基づき，当年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を計上し

　ている。

4 　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜き方式によっている。

Ⅱ 予定貸借対照表（当年度分）に関する注記

1 　企業債の償還に係る他会計の負担

　 　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還

予定のものも含む）のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は，453,056千円である。

個　別　注　記　表
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Ⅲ セグメント情報に関する注記

1 　報告セグメントの概要

　水道事業会計は，水道事業ならびに温泉事業および売電事業を運営しており，各事業で運営方針等

を決定していることから，この３つを報告セグメントとしている。

　なお，各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

2 　報告セグメントごとの営業収益等

（単位：千円）

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

　　減価償却費

　　特別利益

　　特別損失

25,258,110

4,237,047

△ 116,172

△ 55,315

37,591,285

15,577

14,811

33,280

59,669

484,075

82,648

△ 3,458

△ 1,357

1,164,853

473,747

862

294,740

42,335

4,352,975

△ 104,053

△ 41,861

38,549,107

25,612,519

水道事業

4,120,875

売電事業

48,857

温泉事業

79,190

合計

4,248,922

　令和7年度（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）

事 業 区 分

水 道 事 業

温 泉 事 業

売 電 事 業

事　業　の　内　容

給水区域において水道水を供給する業務

温泉を供給する業務

水道施設を用いて発電した電力を販売する業務

　有形固定資産および
　　無形固定資産の増加額

　　他会計繰入金
    （収益的収入）

17,189

163,310

1,620,411

1,187,558

30,452

△ 5,516

862

△ 17,189

42,335

163,310

1,668,052
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Ⅳ リース契約により使用する固定資産に関する注記

1 　リース会計に係る特例措置

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっている。

2 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　１年以内　 19,865千円

　　１年超　　 35,864千円

　　　合計　　 55,729千円

Ⅴ その他の注記

1 　貸倒引当金の目的使用による取崩しについて

　当年度において，債権の不納欠損による損失2,755千円を処理するため，貸倒引当金2,755千円を使

用する。

2 　退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　 　当年度において，退職手当として35,991千円を支給するため，退職給付引当金35,991千円を使用す

る。

3 　賞与引当金および法定福利費引当金の目的使用による取崩しについて

　当年度において，期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支出のうち，前年度の負担

　 に属する額（12月から3月までの4か月分）として75,965千円を支給（支出）するため，賞与引当金お

よび法定福利費引当金75,965千円を使用する。
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